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工事の適正施工等に関する指示事項

　市発注の公共工事の施工にあたっては、建設業法をはじめ関係法令、元請･下請関係の合理化に関する諸通達はもとより、契約約款、白井市建設工事適正化指導要領等を厳守し、特に下記事項に十分注意してください。

１．技術者の適正配置

　　工程管理、品質管理、安全管理等が正確に行われるよう必要な資格のある主任技術者または監理技術者を適正に配置してください。

　　また、建設業法第２６条第３項の規定により公共性のある工事で請負代金が4,000万円以上（建築一式工事については8,000万円以上）の工事にあっては、当該現場専任の主任技術者または監理技術者を配置しなければいけません。

　　なお、監理技術者を設置しなければならない工事の場合には、監理技術者資格者証の交付を受けている者を選任してください。

２．労働災害防止について

　　労働災害を防止することは、工事を実施する請負者の責任です。人命尊重･労働者保護の観点から安全確保に関する責任の重要性を再認識し、次の点に配慮し労働災害防止活動を推進してください。

　（１）設計及び現場条件等について、事前調査を入念に行い施工計画に反映してください。

　（２）必要な技術者を適員配置し、工事の技術管理を徹底してください。

　（３）同一現場で複数の業者が作業を行う場合には、安全衛生に関するそれぞれの業者の責任範囲を明確にし、その内容を作業員にも周知してください。

（４）労働者の健康保持･労働災害防止の観点から、適正な労働時間･休日の確保に配慮するなど、工程の適正化に努めてください。

　（５）工事現場のみならず、資機材・排土等運搬の際の交通事故防止対策、資材置場等における安全管理に常に配慮するようこころ掛けてください。

　（６）災害が発生した場合には、被災者の救護及び二次災害の発生防止に努め、現場の保全を図るとともに、速やかに事業担当課･所轄の警察署及び労働基準監督署等関係機関へ連絡し適切に対応してください。

　（７）労働災害補償保険法に基づく労災補償制度だけでは、万一の労働災害事故の補償として十分とは言い切れない面もあることから、法定外労災補償制度への加入について推進し、労働福祉の向上に努めてください。

３．建設業退職金共済制度の履行確保について

建設業の健全な発展のためには、安定した建設労働力の確保が不可欠なことから、本制度の理解を深め、建設労働者の福祉の増進に努めてください。

　（１）１件５００万円以上の建設工事請負契約を締結した場合は、勤労者退職金共済機構建設業退職金共済事業本部の掛金収納書（発注官公庁等用）を貼付した「建設業退職金共済証紙購入状況報告書」を工事契約締結後１ヶ月以内に、事業担当課へ提出してください。

　（２）工事の一部を下請業者に施工させた場合には、下請業者の建設業退職金共済組合への加入及び共済手帳への貼付の促進に努めてください。

　（３）現場事務所及び工事現場の出入口等の見やすい場所に、「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場標識」（シール）を掲示してください。

４．下請関係について

　（１）下請契約は、適正な工期及び工程設定のもと、建設工事標準下請契約約款またはこれに準拠した契約書により締結してください。

　（２）下請負人を選定又は変更した場合は、その内容を明確にし、監督員へ下請負人選定通知書を関係書類と併せて提出してください。

　（３）工事を一括して、他人に請負わすことはできません。

（４）不必要な重層下請をさせないよう下請負人を指導してください。

　（５）５００万円以上の工事を下請に出す場合は、建設業許可業者と下請契約を締結しなければなりません。

　（６）下請契約の総額が4,500万円以上（建築一式工事にあっては7,000万円以上）となる下請契約を締結する場合は、特定建設業の許可が必要であり、工事現場に専任の監理技術者を置かなければなりません。

　（７）自己の取引上の地位を不等に利用して、請負額が原価に満たない請負契約の締結、あるいは使用資機材等の購入を強制してはなりません。

（８）元請負人が前払金の支払を受けたときは、下請負人に対しても、着手に必要な費用として前払金を支払ってください。

　（９）下請代金の支払はできる限り現金払いとし、現金払と手形払（120日を限度）を併用する場合であっても少なくとも労務費相当分は現金払とするなど配慮してください。

　（10）下請業者の倒産等による再下請業者に対する代金不払、あるいは労務費の不払等を防止するため下請業者の指導に努めてください。

　　　　なお、万一不払等の問題を起こした場合は、元請負者の責任において速やかに解決を図ってください。

　（11）その他、元請負人は｢建設産業における生産システム合理化指針（平成３年２月６日）｣｢下請契約における代金支払の適正化等について（平成１６年８月３日）｣などの趣旨を尊重し、元請負人の責務を適切に果たしてください。

５．公害等の防止について

　　工事の施工中における騒音･振動・風塵･重機の排気ガス等の公害防止又は交通対策に努めてください。特に地域住民等の生活に影響を及ぼすと思われる工事を行う場合には、事前に監督員及び地域住民等関係者と密に協議し対応策を検討するなど、誠実に対処してください。

　　また、工事現場については、空き缶･煙草の吸殻･資材片等の散乱を防止するなど、環境美化に努めてください。

　　なお、苦情等がよせられた場合には、速やかに監督員へ報告してください。

６．ダンプカーの過積載による違法運行の防止等について

　（１）さし枠を装着し、あるいは物品積載装置を不正に改造して過積載による違法運行を行う車両を、工事現場に立ち入らせないようにしてください。

　（２）ダンプカーを使用する工事施工に当たっては、｢土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法｣の目的に鑑み、同法第１２条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体への加入者の使用を促進するよう配慮してください。

７．産業廃棄物の適正処理について

　（１）産業廃棄物は、元請業者の責任において発生から処分までの数量等の管理を十分に行い、適正に処理してください。なお、下請業者が施工した産業廃棄物も処理責任は元請業者にありますので注意してください。

　（２）産業廃棄物の処理を他人（下請業者等）に委託する場合は、産業廃棄物の収集運搬又は処分に係る業の許可を有していることを確認してください。

８．建設業からの暴力団排除について

　　建設業への暴力団の不法な介入を防止するため、暴力団からのあらゆる不正な要求に対しては、警察に通報するとともに、市に対してもその旨報告してください。

９．その他（契約等における注意事項）
（１）｢建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（通称：建設リサイクル法）｣に該当する工事については、｢法律第１３条に基づく書面｣に記入の上、契約書に添付しなければなりません。

　　　　また、同法に規定される「法律第１０条の届出書（着工前）」｢法律第１８条の報告書（完了後）｣等については、その都度監督員へ提出してください。

　（２）契約保証金の必要な物件（原則１３０万円以上の工事）については、公共工事履行保証証券等を契約締結時に財政課へ提出してください。（入札以外の契約は、事業担当課へ提出してください。）
なお、現金の場合には納付書を発行しますので、その旨申し出てください。

　　　　また、契約保証金の返金（保証書の返還）については、工事検査完了後、検査結果通知書を持参の上、申し出てください。

（３）契約約款の規定に基づき、火災保険等の損害保険に加入してください。

　　　なお、保険金額は契約金額以上とし、保険期間は工期＋１４日（検査期間）以上としてください。

　（４）監督員選任通知書を事業担当課から受領してください。

　（５）前払（中間前払）金を受けようとするときには、請求書に保証事業会社の前払金保証証券を添え、事業担当課へ請求してください。

　　　　詳しくは、「白井市建設工事適正化指導要領」を確認してください。
　（６）契約金額が５００万円以上の工事については、CORINS（コリンズ：工事実績情報サービス）の登録を、工事担当課に確認の上、契約後速やかに行ってください。

以上の関係法令、要綱等が守られない場合には、建設業法による処罰や指名停止措置の対象となる場合があります。

